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○ 部会長の選挙について  

○ 平成20年度診療報酬改定の結果の検証について   
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平成20年度診療報酬改定結果検証特別調査項目（案）について  

項番   項目   検証の視点   具体的な調査方法   

病院勤務医の負担軽減の  病院勤務医の負担が軽減  「入院時医学管理加算」、「医師事務作業補助体制加算」、「ハイリスク分娩管理加  
実態調査   されているか。   算」等の届出医療機関に対してアンケート調査を実施。  

〈調査項目〉  
・具休的な軽減策（処遇改善計画の内容）及びその実施状況  
・医師の負担感に関するアンケート  
・医師数の変化  
・救急、産科、小児科医師等の病院勤務医の勤務実態の変化（当直回数、平均  
勤務時間、休日取得状況等）  等   

明細書発行の一部義務化  明細書発行状況はどうなっ  医療機関を抽出し、医療機関及びその医療機関に受診した患者にアンケート調査  
の実施状況調査   ているのか。   を実施。  

〈調査項目〉  

2  

一明細書の発行数及び記載内容  
■明細書発行出来る旨の掲示の状況  
・実費徴収の有無・徴収額  
・明細書発行による患者の理解度及び満足度  
・明細書発行の周知方法  等   

外来管理加算の意義付け  外来管理加算の見直しに  医療機関を抽出し、医療機関、また保険者を通じて医療機関を受診した経験のあ  
の見直しの影響調査   よって診療内容、算定状況  る患者にアンケート調査を実施。  

3  

はどうなったのか。   く調査項目〉  
・診療時間、診療内容の変化  
・患者の理解度及び満足度  等   

医療機関における医療機  医療機能の分化・連携が進  「亜急性期入院医療管理料」、「回復期リハビリテーション病棟入院料」、「7対1入  
能の分化■連携に与えた影  んでいるか。又、医療機関  院基本料」等の届出医療機関に対してアンケート調査を実施。  
響調査   の機能に応じて患者が移  く調査項目〉  

4  勤しているか。   ・入院患者の調査（入院元、入院時の状況）  
・退院患者の調査（退院先、在院日数、退院時の状況）  
・医療機関の医療機能及び体制の変化  等   

回復期リハビリテーション  
病棟入院料において導入さ  
れた「賢の評価」の効果の   

5  いるのか。又、患者の選別  
が行われていないか。   

項番   項目   検証の視点   具体的な調査方法   

歯科外来診療環境体制加  歯科の医療安全体制はど  「歯科外来診療環境体制加算」の届出医療機関及び医療機関を受診した患者に対  
算の実施状況調査   うなっているのか。   してアンケート調査を実施。  

6  

〈調査項目〉  
t安心・安全な歯科医療を提供する環境の変化  
・歯科外来環境体制の整備の有効性  
・患者の満足度（安心感等）  等   

後発医薬品の使用状況調  
査   後発医薬品の使用促進が  〈調査項目〉  

進んでいるか。   
7  

・処方せん受付枚数、処方せんに「変更不可」と記された割合及び後発医薬品  
への変更枚数  

・後発医薬品に変更することによる薬剤料の変化  等   

後期高齢者にふさわしい医  後期高齢者診療料により、  「後期高齢者診療料」の届出医療機関及びその医療機関に受診した患者にアン  
療の実施状況調査   治療の内容や患者の受診  ケート調査を実施。  

行動はどうなったか。   〈調査項目〉  
・診療計画書の内容  

・担当医となることによる治療内容の変化（必要な検査・治療等が行われている  
か等）  

・患者の理解度及び満足度  
8  ・患者の受診行動の変化  等  

後期高齢者終末期相談支  医療機関を抽出し、医療機関及びその医療機関に受診した患者・家族にアンケー  
援料に対する患者・家族の  ト調査を実施。  
理解度はどうか。   〈調査項目〉  

・十分な説明、納得の上で算定されているか  
・患者・家族の満足度  等   

ニコチン依存症管理料算定  禁煙成功率の状況はどう  「ニコチン依存症管理料」の届出医療機関にアンケート調査を実施。  
保険医療機関における禁  なっているのか。   〈調査項目〉  
煙成功率の実態調査  ・指導終了一定期間経過後の禁煙継続の状況 等   
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【緊急課題－1（産科・小児科への重点評価について）－芯】  

ハイリスク妊産婦管理の充実・拡大  
骨子【緊急課題－1－（1）】  

第1 基本的な考え方  

合併症等によりリスクの高い分娩を伴う妊産婦の入院について、平成18  

年度診療報酬改定において、ハイリスク分娩管理加算を新設し、診療報酬上  

の評価を行った。   

さらに、こうした評価を勤務医の負担軽減につなげるため、ハイリスク分  

娩管理加算については、産科勤務医の負担軽減のための計画作成を義務付け  

るとともに、評価の引き上げを行う。   

また、ハイリスク分娩管理加算の対象となっていない妊婦でもリスクの高  

い分娩があることや、分娩を伴わなくてもリスクの高い妊娠があるため、そ  

うした患者の継続的な管理についても、診療報酬上の評価を行う。  

このほか、こうした患者を診療する上で必要な検査であるノンストレステ  

ストの対象者の拡大も行う。  

参 考 資 料  

（中央社会保険医療協議会総会平成20年2月13日資料「中医協   

総－1」より抜粋）  

第2 具体的な内容   

1 ハイリスク分娩管理加算の対象拡大と評価の引上げ  

レ＼イリスク分娩管理加算】（1日につき）  レ＼イリスク分娩管理加算】（1日につき）  

2．000点  1，000点  

［対象者］  

妊娠22週から27週の早産、40歳以上ト  

の初産婦、分娩前のBMlが35以上の初産婦、   

糖尿病合併礪、妊娠高血圧症候群重症、常  

位胎盤早期剥離  

［対象者］  

妊娠22週から32週未満の早産、40酎  

以上の初産婦、分娩前のBMlが35以上の  

産婦、妊娠高血圧症候群重症、常位胎盤早期 

剥離、前置胎盤、双胎間輸血症候君羊、心舶、 

糖尿病、特発性血小板減少性紫斑病、白血病∴  

［施設基準等］  血友病、出卿壬産婦；         【  
病院勤務医の負担の軽減に資する体制が整  

備されていること   
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【緊急課題－2（診療所・病院の役割分担等について）－③】  

地域で中核となる病院に勤務する医師の  
負担軽減の評価  

骨子【緊急課題－2－（4）】  

第1 基本的な考え方  

地域の中核病院として、十分な人員配置及び設備等を備え、産科、小児科、   
精神科等を含む総合的かつ専門的な急性期医療をいつでも提供できる入院機   

能、及び地域の他の医療機関との連携体制に基づく外来の縮小等の勤務医の  
負担軽減のための取組を評価する。   

第2 具体的な内容  

2ハイリスク妊娠管理加算1，000点（1日につ軋  

［対象者］  

妊娠22週から32週未満の早産、妊娠高血圧症候群重症、前置胎盤、妊娠30週  

未満の切迫早産、心疾患、糖尿病、甲状腺疾患、腎疾患、膠原病、特発性血小板減少  

性紫斑病、白血病、血友病、出血傾向、H川陽性及びRh不適合等のいずれかを合併す  

る妊婦  

3 ノンストレステストの対象の拡大  

現 行   改正案  

【ノンストレステスト】   【ノンストレステスト】   

［対象者］   ［対象者］   

妊娠中毒症、子宮内胎児発育不全、胎盤機  40歳以上の初産婦、Bm が35以上の初   

能不全、多胎妊娠、Rh不適合若しくは羊水異  産婦、妊娠高血圧症候群、子宮内胎児発育不   

常症、子宮収縮抑制剤使用時又は糖尿病、甲  全、常位胎盤早期剥離、前置胎盤、胎盤機能   

状腺機能冗進症、膠原病若しくは心疾患であ  不全、多胎妊娠、羊水異常症、盤」子   

る妊娠中の患者に対して行った場合  宮収縮抑制剤使用時又は心疾患、糖尿病、甲  

状腺疾患、腎疾患、膠原病、特発性血小板減  

少性紫斑病、白血病、血友病、出血傾向、H川  

陽性及びRh不適合隻聖延垣  

［算定回数］  ［算定回数］   

入院中では1週間につき1回に限り、入院  入院中では1週間につき旦旦に限り、入院   

中以外では1月につき1回に限り算定   中以外ではユ退園につき1回に限り算定  

（垂  
入院時医学管理加算 120点（1日につき、14日を限度）  

［算定要件］  

1特定機能病院・専門病院入院基本料を算定する病院以外の病院であること  

2 急性期医療を行うにつき十分な体制が整備されていること  

（1）産科、小児科、内科、整形外科及び脳神経外科に係る入院医療を提供しているこ  

と  

（2）精神科による24時間対応が可能な体制が取られていること  

3 病院勤務医の負担の軽減に資する体制が整備されていること  

（り 外来診療を縮小するための体制を確保していること  

（2）病院勤務医の負担の軽減に資する計画（例：医師・看護師等の業務分担、医師に  

対する医師事務作業補助体制、地域医療機関との連携体制、外来縮小計画等）を策  

定し、職員等に対して周知していること  

（3）特別な関係にある医療機関での勤務時間も含めて、勤務医の勤務時間を把握する  

とともに、勤務医負担の軽減及び医療安全の向上に資するための計画を策定し、職  

員等に対して周知していること（例：連続当直は行わないシフトを組むこと、当直  

後の通常勤務について配慮すること等）  

4 急性期医療に係る実績を相当程度有していること  

入院患者のうち、全身麻酔件数が年800件以上であること  等  

※ 既存の入院時医学管理加算の要件は廃止する  
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【緊急課題－3（病院勤務医の事務負担の軽減について）－（D】  

勤務医の事務作業を補助する職員の  
配置の評価  

骨子【緊急課題－3】  

第1 基本的な考え方   

18年4月21日医政発第0421005号等）、「医療情報システムの安全管理に   

関するガイドライン」（平成19年3月30日医政発第0330033号）等に準拠   

した体制が整備されていること  

4 以上の計画、体制整備に係る院内規程を文書で届け出ること  

［病院の担う機能と算定可能な医師事務作業補助体制加算の関係］  
病院勤務医の負担軽減を図るため、地域の急性期医療を担う病院（特定機  

能病院を除く。）において、医師の事務作業を補助する職員（以下「医師事  

務作業補助者」という。）を配置している場合の評価を新設する。  

病院機能  25対1  75対1100対1   

第2 具体的な内容  

入院基本料等加算の新設   

医師事務作業補助体制加算（入院初日）  

1 25対1補助体制加算   355点  
2 50対1補助体制加算  185点  
3 75対1補助体制加算  130点  
4 100対1補助体制加算 105点  

（対届出一般病床数比での医師事務作業補助者の配置数による）  

（軒  

※ 年間の緊急入院患者数が200名以上の実績を有する病院（200名以上の緊急入院患者とは、  

特別の関係にある保険医療機関等から搬送される患者等を除くものであること。）  

［医師事務作業補助者の業務範囲］  

1診断書などの文書作成補助、診療記録への代行入力、医療の質の向上に資する事務  

γ 作業（診療に関するデータ整理、院内がん登録等の統計・調査、医師の教育や臣缶床研   

修のカンファレンスのための準備作業等）並びに行政上の業務（救急医療情報システ   

ムヘの入力、感染症のサーベイランス事業等）への対応を医師の指示の下に行う  

2 医師以外の職種の指示の下に行う業務、診療報酬の請求事務、窓口・受付業務、医   

療機関の経営、運営のための基礎データ収集業務、看護業務の補助並びに物品運搬業   

務等については行わないこと   

［算定要件］  

1 地域の急性期医療を担う病院であって、医師が必ずしも自ら行う必要のない書矩作   

成等の業務について、医師以外の者に担わせることができる体制が整備されているこ   

と  

2 一般病床に入院した患者について、入院基本料等力［算（入院初日）として評価する  

［施設基準］  

1 病院勤務医の負担軽減に資する計画を策定し、院内掲示を行い、職員等に対して周   

知していること。その計画に基づき、診療科間の業務の繁閑の実情を踏まえて、専従   

の医師事務作業補助者を配置していること。加えて、新規に医師事務イ乍業補助者を配   

置する際には最低6ケ月の研修（職場内研修を含む。）を実施し、実際に病院勤務医   

の負担軽減に資する業務を遂行できる体制であること  

2 医師事務作業補助者の業務範囲については、「医師及び医療関係職と事務職員等と   

の間等での役割分担の推進について」（平成19年12月28日医政発第12280   

01号）にある、「2 役割分担の具体例（1）医師、看護師等の医療関係職と事務職   

員等との役割分担1）書類作成等」に基づき、院内規程が整備されていること  

3 加えて、「診療録等の記載について」（昭和63年5月6日総第17号等）、「医   

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」（平成  
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【Ⅰ－2（分かりやすい診療報酬体系等について）－②】  

外来管理加算の意義付けの見直し  
骨子【Ⅰ－2－（4）】  

第1基本的な考え方  

外来管理加算は、処置、リハビリテーション等を行わずに医学管理を行っ   

た場合に、再診料に加算されるものであるが、その提供される医療サービス   

の内容が患者にとって実感しにくいとの指摘がある。  

これを踏まえ、外来管理加算を見直し、外来で継続的な治療管理を要する   

患者に対し、医師が患者の療養上の疑問に答え、疾病・病状や療養上の注意   

等に係る説明を懇切丁寧に行うなどの、療養継続に向けた医師の取組への評  

価とする。  

【Ⅰ－1（医療費の内容の情報提供について）一①】  

明細書の発行の義務化及び電子化加算の見直し  
骨子【Ⅰ－1】  

第1 基本的な考え方  

1 保険医療機関及び保険医療養担当規則の改正  

レセプトオンライン化が義務化され、個別の診療報酬点数の算定項目の   

分かるレセプト並みの明細書を、即時に発行できる基盤が整うこととなる   

医療機関※1については、患者からの求めがあった場合には、明細書の発行   

を義務付ける※2。その際、DPC対象病院においては、レセプト提出時に   

包括評価部分に係る診療行為の内容が分かる情報が添付されることと合わ   

せ、入院中に使用された医薬品及び行われた検査について、その名称を付   

記することが望ましい。明細書の発行の際、責用徴収を行う場合にあって  

も、実質的に明細書の入手の妨げとなるような料金を設定してはならない。  

※1具体的な医療機関の範囲（平成20年度よりレセプトオンライン化が義務付けら  

れる医療機関と同様）  

① 医療法上の許可病床数が400床以上の医療機関であること  

② レセプト電算システムが導入されていること  

※2 レセプト並みの明細を記載した領収書が発行された場合には、明細書が発行され  
たものとして取り扱う（別に明細書を発行する必要はない。）。   

2 電子化加算（初診料への加算）  

レセプトオンライン化の義務化の進捗状況を踏まえ、オンライン請求の   

基盤が整いつつあると見込まれる医療法上の許可病床数が400床以上の   

病院については、電子化加算の役割が終了したことから、同加算の算定対  

象外とする。  

第2 具体的な内容  

問診と詳細な身体診察（視診、聴診、打診及び触診）による診察結果を踏   

まえて、患者に対する症状の再確認を行いつつ、病状や療養上の注意点等を   

患者に説明し、その要点を診療録に記載することとする。また、医師は患者  

の療養上の疑問や不安を解消するための取組を行う。  

併せて、これらの診察及び説明等に要する時間の目安を設ける。  

［提供される診療内容］  

1問診し、患者の訴えを総括する  

「今日伺ったお話しでは、『前回処方した薬を飲んで、熱は下がったけれど、咳  

が続き、疲の切れが悪い。』ということですね。」  

2 身体診察によって得られた所見及びその所見に基づ〈医学的判断等の説明  

「診察した結果、頸のリンパ節やのどの腫れは良くなっていますし、胸の青も問  

題ありません。前回に比べて、ずいぶん良くなっていますね。」  

3 これまでの治療経過を踏まえた、療養上の注意等の説明・指導  

「先日の発熱と咳や痍は、ウイルスによる風邪の症状だと考えられますが、00  

さんはタバコを吸っているために、のどの粘膜が過敏で、ちょっとした刺激で咳  

が出やすく、痍がなかなか切れなくなっているようです。」  

「症状が落ち着くまで、しばらくの問はタバコを控えて、部屋を十分に加湿し、  

外出する時にはマスクをした方が良いですよ。」  

4 患者の潜在的な疑問や不安等を汲み取る取組  

「他に分からないことや、気になること、ご心配なことはありませんか。」  

5 1～4については、患者からの聴取事項や診察所見の要点を診療録に記載する。ま  

た、これらの診察には最低でも5分の時間を要すると考え、診察時間の目安とする。  

LJ   

第2 具体的な内容   

1 保険医療機関及び保険医療養担当規則の改正  

第1の1※1に該当する保険医療機関は、患者から求められたときは、診療費用の計  

算の基礎となった項目ごとに記載した明細書を交付しなければならない旨を規定する。  

2 電子化加算  

［算定要件］  

400床以上の病院は電子化加算の算定対象外とする   
［施設基準］  

患者から求めがあった時に、算定した診療報酬の区分・項目の名称及びその点数又  

は金額を記載した詳細な明細書を交付する体制を整えていることを選択要件にして、  

電子化加算の施設基準を届け出ている保険医療機関について、明細書を交付する旨を  

掲示することを規定する  
21  

6  
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【Ⅱ－2（質の評価手法の検討について）－①】  

回復期リハビリテーション病棟に対する  
質の評価の導入  

骨子【Ⅱ－2－（1）】  

筆1基本的な考え方  

今後の急速な人口高齢化による脳卒中患者の増加等に的確に対応するため、  

回復期リハビリテーション病棟の要件に、試行的に質の評価に関する要素を   

導入し、居宅等への復帰率や、重症患者の受入割合に着目した評価を行うと  

ともに、病棟におけるリハビリテーションの実施状況を踏まえて、当該病棟  

における医師の専従配置を緩和する。  

【Ⅱ－1（質の高い効率的な入院医療の推進について）－②】  

急性期後の入院機能の評価  
骨子【Ⅱ－1－（3）】  

第1 基本的な考え方  

急性期入院医療においては、平均在院日数が減少する等、より効率的な医  

療が提供されてきてし＼る。  

一方、高齢化に伴って、様々な慢性疾患を持つ患者が増えており、急性期   

の疾病が軽快しても、慢性疾患の安定化を図る必要がある場合も多い。この   

ような、急性期治療を経過した患者に対して、在宅復帰支援機能を有する医   

療機関において、効率的かつ密度の高い急性期後の入院医療を行った場合に  

ついて評価する。  

第2 具体的な内容   

1在宅復帰率、重症患者の受入割合等に着目し病棟ごとの質に応じた診療報  

酬上の評価を行う。  

第2 具体的な内容  

急性期治療を経過した患者に対して、効率的かつ密度の高い医療を提供す  

るために、一般病棟の病室を単位として算定するもの。  

ミニ  亜急性期入院医療管理料2  乙 050点  
（60日を限度。200床未満の病院に限る。）  

【回復期リハビリテーション病棟入院料1】  

1．690点  

【回復期リハビリテーション病棟入院料】  

1，680点  

［算定要件］   

回復期リハビリテーションを要する状態の  

患者を8割以上入院させていること  

［算定要件］   

回復期リハビリテーションを要する状態の  

患者を8割以上入院させており、かつ以下の  

要件を満たすこと  

1 当該病棟において新規入院患者のうち1   

害り5分以上が重症の患者であること  

2 当該病棟において退院患者のうち、他の   

保険医療機関への牽云院した者等を除く者の   

割合が6割以上であること  

［算定要件］  

1 以下の患者が当該病室に入院している患者のうち2／3以上であること。  

7対1入院基本料、10対1入院基本料を算定している病棟（一般病棟、特定機  

能病院、専門病院）、入院時医学管理加算、救命救急入院料、特定集中治療室管理  

料、ハイケアユニ、ソト入院医療管理料、脳卒中ケアユニットのいずれかを算定して  

いる病床等から車云床（転院）してきた患者で、当該管理料の算定を始める時点にお  

いて、疾患の主たる治療の開始日よリ3週間以内である患者  

2 当該病室の病床数は、当該保険医療機関の有する一般病床の数の3割以下であるこ   

と  

ほか、既存の亜急性期．入院医療管理料の基準と同様  

［施設基準］  

心大血管疾患リハヒリ丁－ンヨン科し⊥ノ、j  
脳血管疾患等リハビリテーション料 （王）、】  

（Ⅱ）若しくは」旦」、運動器リハビリテー≡  

ション料（Ⅰ）又は呼吸器リハビリテーショ  

［施設基準］   

心大血管疾患リハヒリ丁－ンヨン糾し上ノ、  

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）若  

し〈は（Ⅱ）、運動器リハビリテーション料  

（Ⅰ）又は呼吸器リハビリテーション料（川  

の届出を行っていること  F ン料（Ⅰ）の届出を行っていること   



■  

【Ⅱ－3（医療ニーズに着目した評価について）→丑】  

7対1入院基本料の基準の見直し  
骨子【Ⅱ－3】  

第1 基本的な考え方  

7対1入院基本料については、平成19年1月の建議を踏まえ、急性期等   

手厚い看護を必要とする患者の看護必要度を測定する基準を導入するととも  

に、急性期入院医療に必要な医師等の診療体制に係る基準を導入する。  

【重症患者回復病棟加算】  

50点（1日につき）  

［算定要件］   

重症の患者の3割以上が退院時に日常生活  

機能が改善していること  

［施設基準］   

回復期リハビリテーション病棟入院料1の  

届出を行っている病棟であること  

【回復期リハビリテーション病棟入院料2】  

1，595点  

第2 具体的な内容  

1「看護必要度」基準を満たす場合に算定できる。   

（1）当該病棟に入院している患者の状態を「一般病棟用の重症度・看護必要  

度に係る評価票」を用いて測定し、モニタリング及び処置等に係る得点（A  

得点）が2点以上、かつ、患者の状況等に係る得点（B得点）が3点以上  

の基準を満たす患者を1割以上入院させている場合に算定できる。   

（2）産科患者、小児科患者は、看護必要度測定の対象から除外する。   

（3）救命救急センターを設置する病院は、看護必要度に関する基準にかかわ  

らず、算定できる。   

（4）特定機能病院には適用しない（ただし、患者の看護必要度等に係る評価  

については実施する。）。  

2 「医師配置」基準を満たさない場合は減算とする。   

（1）医師数が当該病棟の入院患者数に対して10分の1以上を満たせない病  

院については、7対1入院基本料の減算措置を講ずる。ただし、へき地等  

に所在する病院については、特別な配慮を行う。   

（2）特定機能病院には適用しない。  

［算定要件］   

当該病棟において、回復期リハビリテーシ  

ョンを要する状態の患者を8割以上入院さ  

せ、かつ回復期リハビリテーション病棟入院  

料1の基準を満たさないもの  

［施設基準］   

心大血管疾患リハビリテーション料（Ⅰ）、  

脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）、  

（Ⅱ）若しくは（Ⅲ）、運動器リハビリテー  

ション料（Ⅰ）又は呼吸器リハビリテーショ  

ン料（Ⅰ）の届出を行っていること   

2 回復期リハビリテーション入院料を算定する施設基準の要件の中で、医師  

の専従配置要件を見直す。  

［施設基準］  

（現行）  

リハビリテーション科を標楕しており、病棟に専従の医師1名以上、理学療法士2名  

④（諾㌢作郷士1名以上の常勤配置を行うこと    リハビリテーション科を標模しており、専任の医師1名以上、病棟に専従の理学療法  
士2名以上及び作業療法士1名以上の常勤配置を行うこと  

3 平成20年3月31日時点で、現行の回復期リハビリテーション病棟入院  
料を算定している病棟においては、平成20年9月30日までの間は、現行  
の点数を算定することができる。また、平成20年9月30日以前であって  

も、算定要件を満たしている施設については、回復期リハビリテーション病   

棟入院料1及び重症者回復病棟加算を算定することができる。  
51  

10  

l▲   

準7対1入院基本料 t 495点（7対1入院基本料から60点滅じた  

点数）  

※へき地等の場合は、1．525点（7対1入院基本料から30点滅じた  

点数）  

［経過措置］  

1準備期間を設け、平成20年7月1日実施とする。  

2 平成20年3月31日時点で7対1入院基本料を算定する病棟であって、平成20   

年4月1日以降において10対1入院基本料を算定する病棟に限り、平成22年3月   

31日までの問看護補助加算2（84点）又は看護補助加算3（56点）を算定でき   

る  

55  
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【Ⅱ一6（歯科医療の充実について）－（苛】   

歯科医療の特性に配慮した安全で安心できる  

総合的歯科医療環境の整備  
［7対1入院基本料改正基準の導入と経過措置について］  

4月1日  7月1日  

骨子【Ⅱ－6－（5）】   

【Ⅴ－2－（8）】   

∃◇「看護必要度」「医師配置」のいずれの基準  

も満たす場合  7対1入院基本料を算定  

7対1入院基本料算定  

第1 基本的な考え方  

◇「医師配置」基準を満たさない場合  

準7対1入院基本料を算定  

歯科の外来診療においては、   

① 誤礁等のおそれのある細小な根管治療器具等の歯科治療機材やイン  

レーやクラウン等の歯冠修復物が多用されていること   

② 処置に伴い局所麻酔を行う事例が多いこと   

③ 高齢社会の進展等に伴い、全身状態の把握・管理が必要な患者に対  

する歯科診療の機会が増大していること   

④ 偶発症リスクを高める観血的な処置を行う機会も多いこと  

などの特性を有することを踏まえ、患者にとってより安全で安心できる歯科  

医療の環境の整備を図る。  

◇「看護必要度」基準を満たさない場合  

10対1入院基本料を算定  

10対1入院基本料算定  

室◇看護補助加算を算定  

（経過措置期間：平成20年4月1日～平成22年3月31日まで）  

＜一般病棟用の重症度・看護必要度に係る評価票＞  

A モニタリング及び処置等   0点   1点   2点   

1 創傷処置   なし   あり  

2 血圧測定   ．0から4回  5回以上  ノ＿． ／   

第2 具体的な内容  

歯科の特性に配慮した総合的な歯科医療環境の整備に向けた取組を評価す  

るため、歯科初診料及び地域歯科診療支援病院歯科初診料の加算を創設する。  

2 血圧測定   0から4回  5回以上     ／ 1／   

3 時間尿測定   なし 】 あり  

4 呼吸ケア   なし   あり   

5 点滴ライン同時3本以上   なし   あり  
6 心電図モニター   なし   あり  

7 シリンジポンプの使用  【 なし  あり  

8 輸血や血液製剤の使用   なし   あり  

i9（諾 
用、②麻薬注射薬の使用、   

③放射線治療、④免疫抑制剤の使用、  
抗不整脈剤の使用、 

なし n    戸あり」   

④  
歯科外来診療環境体制加算  30点（初診時1回）  

［施設基準］  

1 所定の研修を修7した常勤の歯科医師が1名以上配置されていること  

2 歯科衛生士が1名以上配置されていること  

3 緊急時の初期対応が可能な医療機器（AED、酸素ボンベ及び酸素マスク、血圧計、パル   

スオキシメーター）を設置していること  

4 診療における偶発症等緊急時に円滑な対応ができるよう、別の保険医療機関との事前   

の連携体制が確保されていること  

5 口腔内で使用する歯科医療機器等につし＼て、患者ごとの交換や、専用の機器を用いた   

洗浄！滅菌処理を徹底する等十分な感染症対策を講じていること  

6 感染症患者に対する歯科診療について、ユニットの確保等を含めた診療体制を常時確   

保していること  

7 歯科ユニット毎に歯牙の切削や義歯の調整、歯の被せ物の調整時等に飛散する細かな   

物質を吸収できるよう、歯科用吸引装置等を設置していること  

8 歯科診療に係る医療安全管理対策を実施している旨の院内掲示を行っていること  

B 患者の状況等  
1 寝返リ  何かにつまれば  

できる  
できない  

2 起き上がり  できない  

3 座位保持   できる  支えがあれば   
できる   

4 移乗   できる   見守り・  できない  
一部介助が必要  

5 口腔清潔   できる   できない  ー   ／   
6 食事摂取   介助なし   一部介助   全介助   

衣服の着脱   介助なし   一部介助   全介助 

．B得点  

88  

13   12  



ヰ   

【Ⅳ－2（後発医薬品の使用促進等について）】  

後発医薬品の使用促進等  
骨子【Ⅳ－2－‖）（2）（3）（4）（5）（6）】  

第1 基本的な考え方   （参考）医療法により規定されている歯科診療に係る主な事項   

○ 医療安全管理者を配置していること   

○ 医療事故防止、院内感染防止及び歯科診療時の偶発症等緊急時の対応に係る医療  

安全マニュアルを作成していること   

○ 医療事故報告及びヒヤリり＼ツト事例を収集し、保管していること   

○ 医療機器保守点検チェックシートを作成し、記録・保管していること   

○ 医薬品管理シートを作成し、記録・保管していること   

○ 毎年1回の医療安全に係る従事者の研修を実施し、研修会報告書を作成・保管し  

ていること  

これまで、後発医薬品の使用促進のため、処方せんに「後発医薬品への変  

更可」のチェック欄を設け、処方医が、処方せんに記載した先発医薬品を後  

発医薬品に変更して差し支えない旨の意思表示を行いやすくするなどの対応  

を行ってきたが、後発医薬品に変更された処方せんの割合はまだ低いため、  

後発医薬品の更なる使用促進のために、「後発医薬品の使用促進のための環  

境整備の骨子」に基づき、環境整備を行う。  

第2 具体的な内容  

1 処方せん様式の変更  

処方せんの様式を変更し、処方医が、後発医薬品に変更することに差し支   

えがあると判断した場合に、その意思表示として、所定のチェック欄に、署   

名又は記名・押印することとする。（別紙）  

※ 処方医が、処方せんに記載した先発医薬品の一部についてのみ後発医薬品への変更  

に差し支えがあると判断した場合には、「後発医薬品への変更不可」欄に署名又は記  

名■押印を行わず、当該先発医薬品の銘柄名の近傍に「変更不可」と記載するなど、  

患者及び処方せんに基づき調剤を行う薬局の薬剤師いずれもが、明確に変更不可であ  

ることが分かるように、記載することとする  

※ 薬局においては、「後発医薬品への変更不可」欄に処方医の署名又は記名・押印が  

ない処方せんを受け付けた場合は、患者の選択に基づき、先発医薬品（処方医が変更  

不可とした先発医薬品を除く。）を、後発医薬品に変更することができることとする   

2 後発医薬品の薬局での銘柄変更調剤   

（1）処方医が、処方せんに記載した後発医薬品の一部について他の銘柄の後   

発医薬品への変更に差し支えがあると判断した場合には、「後発医薬品へ   

の変更不可」欄に署名等を行わず、当該後発医薬品の銘柄名の近傍に「変   

更不可」と記載するなど、患者及び薬局の薬剤師にも明確に変更不可であ   

ることが分かるように、記載することとする。   

（2）後発医薬品の銘柄を指定した処方が多いことによる薬局の負担軽減を図  

145  
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るため、「変更不可」欄に署名等がない処方せんに記載された後発医薬品   

（処方医が変更不可とした後発医薬品を除く。）については、それを受け   

付けた薬局の薬剤師が、患者に対して説明し、その同意を得ることを前提  

に、処方医に改めて確認することなく、別銘柄の後発医薬品を調剤できる  

こととする。   

3 薬局の調剤基本料の見直しと後発医薬品の調剤率を踏まえた評価  

薬局における後発医薬品の調剤を促進する観点から、後発医薬品の調剤に   

要するコストの負担に鑑み、薬局の調剤基本料を引き下げた上で、後発医薬   

品の調剤率が30％以上の場合の加算を創設することとする。   

（1）調剤基本料  

【処方せん料】  【処方せん料】   

17種類以上の内服薬の投薬（臨時の投薬】17種類以上の内服薬の投薬（臨時の投薬   

であって、投薬期間が2週間以内のものをF であって、投薬期間が2週間以内のものを   

除く。）を行った場合  40点  除く。）を行った場合  

イ 後発医薬品を含む場合  42点  

ロ イ以外の場合  40点  

2 1以外の場合  

イ 後発医薬品を含む場合  70点  

ロ イ以外の場合  68点  

2 1以外の場合  

5 薬局における後発医薬品の分割調剤の実施  

後発医薬品に対する患者の不安を和らげるため、薬局において、「変更不   

可」欄に署名等がない処方せんに基づき初めて先発医薬品から後発医薬品に   

変更して調剤する際に、患者の同意を得て、短期間、後発医薬品を試せるよ   

うに調剤期間を分割して調剤することを、新たに、分割調剤を行うことがで   

きる場合に追加することとする。  

※ 分割調剤を行った場合には、薬局から処方せんを発行した保険医療機関に、その旨  

を連絡するものとする。  

※ 2回目の調剤を行う際には、先発医薬品から後発医薬品への変更による患者の体調  

の変化、副作用が疑われる症状の有無等を確認するとともに、患者の意向を踏まえ、  

後発医薬品の調剤又は変更前の先発医薬品の調剤を行う。当該調剤においては、薬学  

管理料（薬剤服用歴管理指導料、薬剤情報提供料及び後期高齢者薬剤服用歴管理指導  

料を除く。）を算定しない。  

【調剤基本料】（処方せんの受付1回∫‡言三）愕   

【調剤基本料】（処方せんの受付1回につき）  

42点  

処方せんの受付回数が1月に4，000回  処方せんの受付回数が1月に4，000回  

を超える保険薬局（特定の保険医療機関に係  

る処方せんによる調剤の割合が70％を超  

えるものに限る。）においては、所定点数に  

かかわらず処方せん受付1回につき⊥旦塵  

を算定する。  

を超える保険薬局（特定の保険医療機関に係i  

る処方せんによる調剤の割合が70％を超  

えるものに限る。）におしヽては、所定点数に  

かかわらず処方せん受付1回につき19点  

を算定する。  

（2）後発医薬品調剤体制加算  4点  

［施設基準］  

1 直近3か月間の当該保険薬局における処方せんの受付回数のうち、後発医薬品を調   

剤した処方せんの受付回数の割合が30％以上であること  

2 後発医薬品調剤に積極的に対応している薬局である旨を、分かりやすい場所に掲示   

していること  

後発医薬品分割調剤  5点  

6 先発医薬品から後発医薬品への変更調剤等に関する薬局から医療機関へ   

の情報提供  

薬局において、「変更不可」欄に署名等がない処方せんに基づき、先発医   

薬品から後発医薬品への変更調剤及び後発医薬品の銘柄変更調剤を行った場   

合には、後発医薬品調剤加算を算定するに当たって、原則として、調剤した   

薬剤の銘柄等について、当該処方せんを発行した保険医療機関に情報提供す   

ることとする。  

147  
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4 後発医薬品を含む処方に係る処方せん料の見直L  

処方せん様式の変更に伴い、「変更不可」欄に署名等がない処方せんが数   

多く患者に交付されることが予想されることから、これまで後発医薬品の処   

方を促進するために行ってきた処方せん料の評価については廃止することと   

する。  

146  
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t『  

（別紙）  

新たな処方せんの様式（案）  7 保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則等の改正  

後発医薬品の使用を促進するため、保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則、  

保険医療機関及び保険医療担当規則等にぉいて、以下のとおり規定する。   

（1）保険薬局は、後発医薬品の備蓄に関する体制その他の後発医薬品の調剤   

に必要な体制の確保に努めなければならない。   

（2）保険薬剤師は、処方せんに記載された医薬品に係る後発医薬品が薬価収   

載されている場合であって、処方せんを発行した保険医等が後発医薬品へ   

の変更を認めているときは、患者に対して、後発医薬品に関する説明を適   

切に行わなければならない。この場合において、保険薬剤師は、後発医薬   

品を調剤するよう努めなければならない。   

（3）保険医は、投薬、処方せんの交付又は注射を行うに当たっては、後発医   

薬品の使用を考慮するよう努めなければならない。  

処  方  せ  ん   

にの処方せんは、との悍険某局ても有効です。〕  

公社員担者番号  悍防音番号  】  】  」【l  
公費負担医療  被保険者証・披保険  
の受給者番号  。   着手帳の記号・番号  

氏 名  保険医療機関の  
所在地及び名称  

患  
生年月日   

者  
区 分  披保険者被扶鮒  保険医氏名  （蟄  

処方せんの  交付年月日   平成   年   月   日  使用期間  

処  

方  

備  
絨監房イダfJ才〝．yノク願居ノ  

保険医書名  

考  

149  148  
19   18  



【Ⅴ－4（終末期医療について）－エ1】  

ガイドラインに沿った終末期における  

十分な情報提供等の評価  

骨子【Ⅴ－4－（1）】  

第1 基本的な考え方   

【Ⅴ－3（外来医療について）－（D】  

後期高齢者の継続的な管理の評価  

骨子【Ⅴ－3－（1）】  

第1 基本的な考え方  

後期高齢者の外来医療に当たっては、治療の長期化、複数疾患のり患とい  

った心身の特性等を踏まえ、慢性疾患等に対する継続的な管理を行うことを  

評価する。   

第2 具体的な内容   

安心できる終末期の医療の実現を目的として、患者本人による終末期の医  

療内容の決定のための医師等の医療従事者による適切な情報の提供と説明を  

評価する。  

第2 具体的な内容   患者の同意を得た上で他の医療機関での診療スケジュール等を含め、定期  

的に診療計画を作成し、総合的な評価や検査等を通じて患者を把握し、継続  

的に診療を行うことを評価する。  医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復を見込むことが難   

しいと判断した後期高齢者について、患者の同意を得て、医師、看護師、そ   
の他関係職種が共同し、患者及びその家族等とともに、終末期における診療   

方針等について十分に話し合い、その内容を文書等にまとめた場合に評価す   

る。   

1 医師又は歯科医師  

④  後期高齢者診療料  600点（月1回）  

［算定要件］  

1 保険医療機関である診療所又は当該病院を中心とした半径4キロメートル以内に診   

療所が存在しない病院   

2 入院中の患者以外の患者であって別に厚生労働大臣が定める慢性疾患を主病とする   

ものに対して、後期高齢者の心身の特性を踏まえ、患者の同意を得て診療計画を定期   

的に策定し、計画的な医学管理の下に、栄養、運動又は日常生活その他療養上必要な   

指導及び診療を行った場合に算定できる  

3 診療計画には、療養上必要な指導及び診療内容、他の保健一医療1福祉サービスと   

の連携等を記載すること  

4 毎回の診療の際に服薬状況等について確認するとともに、院内処方を行う場合には、   

経時的に薬剤服用歴が管理できるような手帳等に薬剤名を記載する  

5 患者の主病と認められる慢性疾患の診療を行う1保険医療機関のみにおいて算定す   

る  

6 当該患者に対して行われた医学管理等、検査、画像診断、処置は後期高齢者診療料   

に含まれる。ただし、病状の急性増悪時に実施した検査、画像診断及び処置のうち、   

550点以上の項目については別途算定できる  

7 当該診療所（又は医療機関）に次のそれぞれ内容を含めた研修を受けた常勤の医師   

がいること  

研修事項  

・高齢者の心身の特性等に関する講義を中心とした研修  

・診療計画の策定や高齢者の機能評価の方法に係る研修  

［対象疾患］  

糖尿病、脂質異常症、高血圧性疾患、認知症  等  

169  
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後期高齢者終末期相談支援料  200点（1回に限る）  

［算定要件］  

1終末期における診療方針等について十分に話し合い、文書（電子媒体を含む）又は   

映像により記録した媒体（以下、「文書等」という。）にまとめて提供した場合に算   

定する  

2 患者に対して、現在の病状、今後予想される病状の変化等について説明し、病状に   

基づく介護を含めた生活支援、病状が急変した場合の延命治療等の実施の希望、急変   

時の搬送の希望並びに希望する際は搬送先の医療機関の連絡先等終末期における診療   

方針について話し合い、文書等にとりまとめ提供する  

3 入院中の患者の診療方針について、患者及び家族等と話し合いを行うことは日常の   

診療においても必要なことであることから、入院中の患者については、特に連続して   

1時間以上にわたり話し合いを行った場合に限り算定できることとする  

4 患者の意思の決定に当たっては、「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライ   

ン」（平成18年5月21日医政発第0521011号）及び「終末期医療に関する   

ガイドライン」（日本医師会）等を参考とすること  等  

175  
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2 薬局の薬剤師の場合  

（垂  
後期高齢者終末期相談支援料  200点（1回に限る）  

［算定要件］  

在宅患者について、患者の同意を得て、保険医及び看護師と共同し患者及びその家  

族等とともに、終末期における診療方針等について十分に話し合い、その内容を文書  

等により提供した場合に算定する   

3 看護師の場合  

後期高齢者終末期相談支援療養費  乙 000円（1回lこ限る）  

（訪問看護療養費）  

後期高齢者終末期相談支援加算 200点（1回ーこ限る）  

（在宅患者訪問看護・指導料）  

［算定要件］  

利用者の同意を得て、保険医と共同し、利用者及びその家族等とともに、終末期に   

おける診療方針等について十分に話し合い、その内容を文書等により提供した場合に   

算定する  
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平成19年11月17日  

（社）全日本病院協会 終末期医療の指針（案）  

終末期医療について現在まで我が国では、患者あるいは家族との合意の基に行  

われてきた。しかし、近年、終末期における治療の開始あるいは中止に関して、  

様々な法的問題が発生しており、患者および家族と医療従事者の両者とも、対応  

に苦慮している。平成19年5月に厚生労働省が「終末期医療の決定プロセスに関  

するガイドライン」を公表し、その他の関係機関においてもガイドラインが作成  

されているが、具体的な内容には触れておらず、医療現場の問題の解決には役立  

っていない。決定プロセスが厚生労働省のガイドラインに適合しているにもかか  

わらず、病院内の倫理委員会の決定に従うことが刑事訴追を受ける可能性がある  

として、院長がその決定に従うことを許可しなかった事例がある。決定プロセス  

ではなく、具体的な内容に関する指針が必要である。   

個人が自らの終末期にどのような対応を求めるかの意思表示を予め明記してお  

く、リビング・ウイルについての国民の意識も医療機関の対応も十分とはいえな  

い。   

その結果、明らかに予後が良くないと判断される患者や、高齢の患者に対して  

も本人や家族の意思や希望に関わらず、人工呼吸器管理、高カロリー輸液、経管  

栄養などを続ける事が稀ではない。逆に「予後がよくない」、「高齢である」とい  

う理由で本人・家族の意思・希望が充分取り入れられずに治療が行われず、回復  

の機会を逃す場合も考えられる。更に、患者や家族の苦悩を見続け、家族から懇  

願された医師が、個人の判断で積極的安楽死を行ってしまい、裁かれる結果とな  

った例もある。   

医療現場は混乱しており、終末期医療に関する具体的な指針が必要と考える。  

1．終末期医療に関する全日病の考え方は以下のとおりである。  

（l）終末期とは、治療効果が期待できず予測される死への対応が必要となっ  

た期間をいう。   

（2）積極的安楽死は緩和治療が発達した現在はその必要に乏しく、自殺封助  

のおそれがあり、認められない。   

（3）消極的安楽死に関しては専門資格者としての医師が医療現場で対応する  

ものであり、法制化にはなじまない。   

（4）病院団体、医師をはじめとする各職能団体、学会等が協力し、国民の意  

見も取り入れて消極的安楽死に関する判断基準を作るべきである。  

（5）国民にリビング・ウイルに関する啓蒙活動を進める必要がある。特に、  

今後治療の継続あるいは中止の判断が困難になる可能性がある患者、すな  

わち、高齢者、神経疾患、呼吸器疾患、心臓疾患、悪性疾患などの患者は、  

予め自らの意思を明確にしておくことが望ましい。  

（6）指針に沿って終末期医療が行われあるいは中止された場合、医療者が訴  

追されるおそれがないように社会的合意形成が必要である。  

2．終末期医療の指針を作成し医療界のみならず、広く国民に周知することによ   

り、以下が期待される。  

（1）終末期医療について国民の間に関心が高まり、本人の希望をリビング・  

ウイルにより明確にする人が増える。  

（2）本人の希望に沿い、尊厳を保ち、納得した終末期を迎える人が増える。  

（3）患者が、終末期のみでなく、医療に関心を持ち医療者との連携が強化さ  

れる機会が増える。  

3．消極的安楽死に関する判断基準は以下のとおりである。  

（1）本人のリビング・ウィルが明確であれば、横極的安楽死や社会秩序を乱  

す方法でない限りそれに従う。  

（2）本人のリビング・ウイルや意思が明確でないときは、家族の希望に基づ  

き、家族と医療提供者が話し合って対応を決める。  

① 日本脳神経外科学会による脳死判定基準によって脳死判定された患  

者は、家族に説明し治療を中止することが出来る。  

② 終末期あるいは予後が不良と医師が判断した場合、他の医師、看誰  

師等と家族を交えて話し合い、治療を行わない、あるいは治療を徐々  

に中止、または時期を決めて中止することが出来る。  

（3）以上のすべての事項に関しては別に定める様式にしたがって、記録する  

必要がある。  

以上   



ヲ■  

匪二司  
書式1－1  

終末期の判断  

終末期医療 書式集  

「終末期」とは、治療効果が期待できず予測される死への対応が必要となった期間をいい  

ます。  

1．診断名  

2．病状  

3．治療効果が期待できないと判断する理由  

4．予測される生存期間  

終末期の判断  

終末期医療における希望事項（リビング  

終末期医療における希望事項（リビング  

脳死判定後の治療中止承諾書  

脳死判定記録  

終末期の治療方針についての確認記録   

書式1－1  

書式2－1  

書式3－1  

書式4－1  

書式4－2  

書式5－1  

ウイル）【本人】  

ウイル）【家族】  

内
 
内
 
内
 
 

以
 
以
 
以
 
 

閏
 
月
 
月
 
 

週
 
か
 
ケ
 
明
 
 

2
 
1
 
数
 
不
 
 

1
 
2
 
3
 
ユ
ー
 
 

巨竜   
・あくまで現時点の状況に基づいて予測したものです。  

5．本人のリビング・ウイル  

（1）あり（書式2－1参照）  （2）なし（書式3－1参照）  

年  月  日  

医師氏名  



書式3－1  

終末期医療における希望事項（リビングtウイル）  

患者  の親族として、本人の病状について説明を陸田きました。また、下記  

の医療行為について、具体的な内容の説明を受けた上で、受けるか否かについて以下のよ  

うに希望します。なお、この希望はいつでも撤回し、または変更することができます．〕撤  

回、変更は、同様の書面、あるいは時間的な猶予がない場合には口頭で行います。  

書式2－1  

終末期医療における希望事項（リビング・ウイル）  

私は、下記の医療行為について、受けるか否かについて以下のように希望します。なお、  

この希望はいつでも撤回し、または変更することができますっ撤回、変更は、同様の書面、  

あるいは時間的な猶予がない場合には口頭で行います。  

（2）希望しない  

（2）希望しない  

（2）希望しない  

（2）希望しない  

（2〉 希望しない  

（2）希望しない  

（1）希望する  

（l）希望する  

（1）希望する  

（1）希望する  

（l）希望する  

（l）希望する  

①輸液  

②中心静脈栄養  

（参経管栄養（胃癌を含む）  

①昇圧剤の投与  

⑤人工呼吸器  

⑥蘇生術  

⑦その他（具体的に：  

（2）希望しない  

（2）希望しない  

（2）希望しない  

（2）希望しない  

（2）希望しない  

（2）希望しない  

（1）希望する  

（1）希望する  

（l）希望する  

（1）希望する  

（1）希望する  

（1）希望する  

（∋輸液  

②中心静脈栄養  

③経菅栄養（胃填を含む）  

④昇圧剤の投与  

（9人工呼吸器  

（砂蘇生術  

⑦その他（具体的にこ  

書式は必ずしもこの形である必要はない。  

年  月  日  

親族代表氏名  

患者との続柄  

親族代表氏名  

患者との続柄  

医師  

看誠師  

その他   

年  月  日  

氏名  

医師氏名  

看護肺氏名  



書式4－1  書式4－2  

脳死判定記録  

1．臨床診断名  

2，除外 以下に該当する場合にはロにレをつけて以後の判定作業は中止する。  

□原因不明  

口6歳未満の小児  

□急性薬物中毒：睡眠薬、鎮静薬の中毒  

口低体温：－直腸温で32℃以下  

□代謝、内分泌性障害  

3．判定（第1回判定）  

① 意識状態  JCS （  ）  グラスゴーコーマスケール （  

脳死判定後の治療中止承諾書  

患者  の親族として、本人が脳死状態にあることの説明を聞きました。脳  

死は個人の死であるとの認識のもとに、生命維持を目的とした治療を中止することに同意  

いたします。  

年  月  日  

親族代表氏名  

患者との続柄  

親族代表氏名  

患者との続柄  

② 無呼吸テスト 自発呼吸 □あり   □なし  

（診 瞳孔：固定 （ロあり  □なし） 径 左 （  

（む 対光反射  

⑤ 角膜反射  

⑥ 毛様脊髄反射  

⑦ 眼球頭反射（人形の眼現象）  

⑧ 前庭反射（温度試験）  

⑨ 咽頭反射  

⑩ 咳反射  

⑬ 平坦脳波（脳波記録は別途保管すること）  

）ミリ、右 （）ミリ  

ロあり  口なし  

ロあり  □なし  

□あり  □なし  

口あり  ロなし  

田あり  □なし  

□あり  □なし  

□あり  □なし  

ロあり  □なし  

総合評価  脳死診断基準を   □満たす   □満たさない  

実施日時   年  月  日  午前・午後   時  

判定医師氏名  

判定医師氏名   



脳死判定記録  

1．臨床診断名  

2．除外 以下に該当する場合にはロにレをつけて以後の判定作業は中止する。  

ロ原因不明  

□6歳末偶の小児  

□急性薬物中毒：睡眠薬、鎮静薬の中毒  

□低体温：直腸温で32℃以下  

□代謝、内分泌性障害  

3．判定（第2回判定）  

① 意識状態  JCS （  ）  グラスゴーコーマスケール  

（  ）  

（∋ 無呼吸テスト 自発呼吸 口あり   □なし  

書式5－1  

終末期の治療方針についての確認記録  

（前提条件を問わず終末期医療に関する確認で用いるべき書式、審式2－1、3－1を補  

完するもの）  

1．患者氏名  年齢 （ ）歳  

2．臨床診断  

3．病状と予想される経過  

4．本人意思、および家族の希望（本人意思不明かつ家族が参加しない場合には、その理  

由）  

（1）本人意思  

③ 瞳孔：固定 （□あり  □なし） 径 左 （  

ミリ  

① 光反射  

⑤ 角膜反射  

⑥ 毛様脊髄反射  

（∋ 眼球頭反射（人形の服現象）  

（D 前庭反射（温度試験）  

⑨ 咽頭反射  

⑩ 咳反射  

⑪ 平坦脳波（脳波記録は別途保管すること）  

右
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ソ
 
 
、
「
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し
 
し
 
し
 
し
 
し
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し
 
 

な
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あ
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ロ
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□
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□
 
 

（2）家族の希望  

5．主要な確認事項  

①輸液  

②中心静脈栄養  

③経菅栄養（胃癌を含む）  

①昇圧剤の投与  

⑤人工呼吸器  

⑤蘇生術  

⑦その他（具体的に：  

（1）実施する  

（1）実施する  

（1）実施する  

（1）実施する  

（1）実施する  

（1）実施する  

（2）実施しない  

（2）実施しない  

（2）実施しない  

（2）実施しない  

（2）実施しない  

（2）実施しない  

脳死診断基準を   □満たす   口満たさない  

実施日時   年  月  日  午前・午後   時   分  

判定医師氏名  

判定医師氏名  

総合評価  

6．不明な点についての確認・緊急の場合に親族を代表して意思決定を行う方の氏名・連  

絡先・続柄（署名者と異なる場合）   



謬  

終末期医療に関するガイドライン策定検討会  

第1回 議事次第  

続柄  氏名   

日 時  平成19年12月21日（金）午後5時～午後6時30分  

場 所  全日本病院協会 6F大会議室  

議 題 1．会長挨拶  

2．委員自己紹介  

3．座長選出  

4．今後の進め方について  

5．各団体で作成の終末期医療に関する指針等について  

6．次回検討会の開催日時について  

7．その他  

連絡先  

上記について、患者、患者の親族、および医療チームが相談し、治療方針として確認しま  

した。  

年  月  日  

患者氏名  

親族代表氏名  

患者との続柄  

親族代表氏名  

患者との続柄  

医師  

看誰師  

その他  

＜配布資料＞・  

○今後の進め方について  

資料1「終末期医療に関するガイドライン策定検討会」今後の進め方について（案）  

○各団体で作成の終末期医療に関する指針等について  

資料2  （社）全日本病院協会終末期医療の指針（平成19年11月17日）  

資料3 日本医師会提出資料  

3－1「末期医療に望む医師のあり方」についての報告（平成4年3月 日本医師会生命倫理懇談会）  

3－2 r医療の実践と生命倫理」についての報告（平成16年2月 日本医師会生命倫理懇談会）  

3－3 終末期医療をめぐる法的諸問題について（平成16年3月 日本医師会医事法関係委員会）  

3－4 日本医師会「医師の職業倫理指針」（平成16年）より終末期医療の倫理部分抜粋  

3－5 rふたたび終末期医療についてJの報告（平成18年2月 日本医師会生命倫理懇談会）  

3－6 終末期医療に関するガイドラインについて（中間答申）（平成19年8月 日本医師会生命倫理懇談会）  

3－7 終末期医療のガイドライン（グランドデザイン2007より）（平成19年8月 日本医師会）  

資料4 「救急医療における終末期医療に関する捏言（ガイドライン）」を使用するに  

あたって（日本救急医学会）  

資料5 日本における尊厳死の法的課題（委員提出資料）  

参考1 「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」（平成19年5月厚生労働省）  

参考2 終末期医療に関するガイドライン策定検討会委員名称   



終末期医療に関するガイドライン策定検討会  

第2回 議事次第  

日 時  平成20句三2月4日（月）午後6時～午後8時  

場 所  全日本病院協会 6F大会議室  

議 題 1．今後の進め方について  

2．「終末期」の定義について  

3．「終末期医療のガイドライン」策定に向けての意見交換  

4．その他  

＜配布資料＞   

○今後の進め方について  

資料1「終末持1医療に関するガイドライン策定検討会」今後の進め方について  

（第1回確認事項）  

O「終末期」の定義について  

資料2 各ガイドライン等における「終末期」の定義一覧  

参考1第1回終末期l墓療に関する調査等検討会資料（抜粋）【H20．1．24厚生労働省】  

参考2 終末期医療のガイドライン（グランドデザイン2007より）（平成19年8月 日本医師会）  

参考3 「救急医療における終末期医療に関する提言（ガイドライン）」を使用するにあたって（日本救急医学会）  

参考4 （社）全日本病院協会終末期医療の指針（平成19年11月17日）  

参考5 「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」（平成19年5月厚生労働省）  

参考6 第1回終末期医療に関するガイドライン策定検討会議事報告書   



†‾「罰   



J悔飢ぎ鵬ノe∂∫e  伯肝ざ鮎Je∂ぶe  

忍菰野頗■音容位  邸遁厨併音名彪  ＃屁彦人β．≠相好会 広軌野  

クα好手イ月／イβ  

捕虜人 β棚倉 謝  

2α好手イ斤／イβ   

一億やかに老い、安らかに眠るために－  

長寿医療制度（後期高齢者医療制度）に対する  

日本看護協会の声明   

平成20年4月より長寿医療制度（後期高齢者医療制度）が実施されまLた。  

社団法人日本看護協会（以下本会という。）は、高齢者の尊厳を守り、暮らしの  

中での総合的な療養支援を強力に推進する立場から、以下のことを表明します。  

平成20年4月から開始された、75歳以上が対象の後期高齢者医療制度。初日  

に名称が「長寿医療制度」と変えられたり、保険証が届かなかったり、制度の  

複雑さもあり、保険料負担への不安など高齢者医療の混乱が指摘されています。  

社団法人日本看護協会（会長・久常節子）は、後期高齢者医療制度創設の本  

質に立ち戻り、高齢者の尊厳を守り総合的な療養生活を支援する職能団体の立  

場から、4月14日付けで、「長寿医療制度（後期高齢者医療制度）に対する日本  

看護協会の声明」を公表いたしました。  

声明の中では、新制度について「退院から在宅での看取りまで、切れ目なく  

安心して必要な医療が受けられるようになるための基盤整備の第一歩である」  

と、制度の始まりであることを指摘。さらに、20年度の診療報酬改定における  

訪問看護のさまざまな加算などの評価が、多職種連携による支援体制や訪問看  

護機能の充実を後押しすること、また、職能団体として本制度の整備に参画し、  

国民が願う「健やかに老い、安らかに眠る」ことが実現できる社会づくりに貢献したい  

と、表明しています。  

報道関係者におかれましては、本会の趣旨にご理解をいただき、さまざまな  

機会にご紹介いただきますよう、よろしくお願いいたします。  

＜関連資料＞  

■ ニュースリリース  

2008 年2 月 28 日「平成20 年度診療報酬改定に関する日本看護協会の意見」  

http：〃瑚／20080228－Lpdf  
■ 要望書  

2007年9月20日「後期高齢者医療の診療報酬体系の骨子案についての意見  

http：／／wvv．rlur5e．Or．＿iD／hotl）e／opinion／teigen／2007pdf／20070914．pdf  

1．この制度の創設は、慢性疾患やターミナル等の高齢者が必要な医療を、外来・入   

院、そして退院から在宅での看取りまで、切れ目なく安心して受けられるようになる   

ための基盤整備の第一歩であると考えます。  

2．特に、在宅療養の支援については、住み慣れた地域で身近な人に囲まれて最   

期を迎えたいという希望を実現できる24時間365日のスムーズな多臓種連   

携による支援体制が求められています。  

3．このたびの診療報酬改定においては、生活の場へ出向いて療養を支援し、安らか   

で尊厳のある死を支える訪問者讃の技術が評価され、「訪問看護基本療養費」や   

「ターミナル療養費」が拡充されるとともに、「24時間対応体制加算」、「定時問訪問   

者誰加算」、「後期高齢者終末期相談支援療養費」等が新設されました。   

このような見直しは、全国の各地域における医師、薬剤師等多職権との連携強化   

と、訪問看護機能の一層の充実を後押しするものであります。   

本会は、この期待に応え、訪問者讃のさらなる発展のために訪問者言酎任進事業を   

強力に進めて参ります。  

4．訪問者護の拡充策を確実に進めることによって、介護保険制度との連携を含めた   

長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の更なる整備に参画し、国民が麒う「健や   

かに老い、安らかに眠る」ことが実現できる社会づくりに貢献します。  

以上  

＜リリースのお問合せ先＞ 社団法人日本■醜協会 広報部  
〒150－－∝泊1東京拠渋谷区神宮前5－8－2 t怜二Oユー6778－8547  FIX：0ユー5778－84丁8   

Eメール koho帥ur80．0「．jp  ホームページ http：／／m．nur88．8「．」p／   

＜リリースのお問合せ先＞ 社団法人日本■技協会 広報部  
〒150一朝泊1東京捗渋谷区神宮前5－8－2 t惜：03－5778－8547  F人X：03－5778－8478   

Eメール koho帥UrS8．Or．jp  ホームページ httpこ／／叩．nUr60．Or．jp／  



一
．
鱒
寧
望
慧
豊
三
－
界
面
〓
勇
二
空
相
己
・
萱
稲
d
仰
か
群
遥
嘲
琳
8
許
謝
 
 
【
坤
華
二
 
 

【
こ
N
－
昂
責
務
垂
・
愴
－
川
斗
か
寸
↓
畔
薪
溶
ヰ
か
撃
溺
相
浦
y
坤
－
で
山
V
8
猷
R
陪
唱
宙
 
 
 

許
諾
即
叫
㈱
正
謝
か
漣
苛
8
萱
岡
d
戸
一
）
N
皐
罪
責
寄
萱
8
ぎ
堰
茎
閉
〓
．
N
）
料
遥
・
坤
翠
営
璧
崇
芸
冒
菖
 
栴
彗
貯
r
／
 
0
）
愴
－
川
斗
宇
寸
句
8
叫
個
疎
彗
南
「
／
 
£
砧
－
Ⅲ
匡
ト
8
聾
召
朝
型
陣
笠
沖
軸
慧
彗
麺
仰
ぎ
か
．
 
 

些
‖
‰
〔
．
阿
藤
〓
－
れ
彗
糾
「
ノ
霹
洲
避
朋
8
詳
避
糾
努
叫
）
8
．
甜
持
前
ヰ
1
几
リ
8
前
溶
彗
囲
深
d
針
か
○
 
 

聾
召
鋤
鹿
討
｛
－
ヾ
山
V
8
琳
什
帥
8
許
甜
口
雪
ヰ
バ
．
N
皐
罪
責
寄
萱
d
阿
藤
‖
－
れ
8
叫
〓
堂
遜
咄
和
郎
洲
㈱
ヰ
 
 

か
側
淋
潔
彗
砧
目
前
鞘
南
碑
樽
葺
か
短
冊
彗
討
か
．
 
 

【
ご
詳
挙
党
雷
示
－
ヾ
諭
∴
ゝ
〓
訪
耳
か
義
仲
斗
軍
資
8
避
蔀
 
 
 

掛
倒
準
‖
滞
神
仙
ぎ
バ
「
／
か
賓
仲
草
堂
8
譜
亡
詩
「
ノ
碑
前
書
「
ノ
宙
軸
8
淋
許
曲
d
計
か
詳
詔
朝
川
禦
苫
巧
郭
轟
 
 

ヰ
か
○
※
匪
描
妙
齢
声
珊
ぐ
ロ
汁
ヽ
∨
尽
し
－
．
義
掛
声
刻
崗
汁
叫
－
≠
、
「
．
知
識
オ
ヾ
丁
朝
 
 

【
ご
群
遥
嘲
鎚
8
姓
紳
剛
欝
汁
 
 

O
「
諭
淋
ト
8
桂
川
帥
」
一
〓
溺
ヰ
か
同
等
8
蒜
別
冊
寒
帯
「
．
雑
湘
瀧
澤
至
瑚
満
8
蔀
罫
針
圧
諭
淋
蒜
職
和
郎
刈
㈱
等
 
 
 

8
詳
帥
什
ヰ
か
．
 
 

〇
前
者
ヾ
句
8
前
説
哺
些
〓
訪
「
′
バ
．
努
淋
苅
小
8
酔
帯
芯
別
口
溺
ヰ
か
辻
ヽ
T
Ⅷ
ヽ
V
8
耕
相
聞
苛
u
0
 
 

0
甫
駄
ニ
‖
汁
か
淵
什
弔
頚
戦
国
豊
前
淋
醇
桝
鞍
叫
沖
．
釧
督
〔
8
鞘
堂
拘
8
和
樹
「
什
辻
ヽ
「
Ⅷ
ヽ
V
8
耕
相
聞
 
 
 

苛
u
O
 
 

【
エ
潜
論
評
溺
増
謳
リ
サ
－
ヾ
u
V
8
鰐
匝
．
哲
学
亡
J
耳
撃
溺
増
謀
y
↓
■
－
で
山
い
と
ヱ
幹
陣
 
 

○
挙
塾
彗
慧
器
芯
㍉
－
ヾ
山
ゞ
汁
詳
盗
剥
繋
琳
8
淋
卦
哺
描
付
置
小
宮
独
轟
蛋
什
「
バ
．
剖
雪
葦
桝
極
市
什
 
 
 

「
バ
．
N
ふ
昂
要
事
萱
d
咄
P
』
諦
8
糾
「
ノ
相
澤
轟
桝
拷
問
．
－
印
8
制
空
・
諒
相
乗
霜
阿
藤
苛
挙
和
哺
湛
「
．
哲
 
 
 

学
亡
∪
キ
半
濁
郎
催
ぃ
斗
－
ヾ
山
∨
～
8
∪
∨
ヰ
」
r
斗
－
ヾ
山
ヾ
空
軍
寧
坤
雪
～
8
孝
司
鱒
苛
u
 
 

O
哲
学
〔
J
耳
聾
溺
郎
滞
り
斗
－
ヾ
u
ゞ
汁
．
苦
瓢
叫
オ
召
釧
抑
闘
刃
斗
－
ヾ
高
∴
ゝ
‖
汁
亡
薪
〔
鞍
手
小
ぎ
汁
蘇
盗
糾
 
 
 

繁
坤
8
．
斜
馳
8
哺
膵
せ
閲
落
〉
8
益
穀
∴
芯
飽
和
淋
隷
ヰ
か
 
 

【
ご
弾
頭
増
澤
桝
荘
u
ト
茸
8
淋
熟
 
 

○
聾
屈
曲
洲
牌
8
鴻
8
丑
卜
一
‖
コ
望
ヰ
バ
．
望
商
事
萱
仰
膵
轟
ヰ
か
0
 
 

0
弾
頭
即
Ⅴ
討
相
即
滞
等
伸
輔
遜
ヰ
か
凸
 
 

N
．
間
養
前
疎
隔
8
赤
口
訪
【
ヰ
か
朝
野
〔
8
蒜
縦
付
置
蕗
淋
満
．
諦
得
宗
洲
8
脚
轟
【
悼
世
〓
】
 
 

【
こ
斜
州
都
諸
州
警
響
専
 
 
 

卦
蔀
普
か
耐
州
～
蛮
ぎ
皿
障
「
ノ
粗
、
P
8
海
淋
紳
輔
彗
淋
ぎ
か
汁
u
．
卦
蔀
什
帯
渇
望
・
聾
召
朗
荘
購
8
淋
蒲
和
 
 

議
淋
ヰ
か
○
＞
蘇
脹
酋
㌢
か
前
曲
寸
句
碑
d
8
岸
蕗
料
満
u
二
」
斗
ヽ
廿
享
、
｛
封
8
溺
油
什
相
知
．
卦
蔀
8
抗
論
謹
 
 

陣
曽
F
』
8
許
甜
．
砧
罰
此
Ⅲ
8
軸
曲
）
8
弾
頭
即
苗
岬
湘
誇
旦
許
什
ヰ
か
0
 
【
N
】
、
】
′
漆
薪
8
瀞
淋
伸
輔
川
謁
算
－
ト
（
斗
－
で
V
q
算
1
ト
）
8
彗
鰐
 
 
 

苅
酔
8
哺
描
彗
昏
糊
付
盛
砂
d
か
．
許
碍
d
前
「
／
皿
州
8
汁
山
前
嚇
か
「
什
咄
君
亡
8
盛
観
昏
倒
d
計
か
○
 
 

渦
淋
跡
習
⇒
淋
S
露
語
禅
宗
汁
「
．
岡
劫
〓
－
叫
彗
訓
フ
掌
翠
坤
鱒
サ
テ
‖
嘲
碧
二
伸
d
塑
ヰ
ン
き
か
0
 
 

【
U
】
妙
霹
盛
謝
罪
8
鈴
掛
諭
鶉
8
闊
蔀
 
 
 

対
滞
8
⇒
瑞
妙
高
せ
沖
村
罫
8
葦
訊
8
昏
柵
詩
碑
熊
智
．
副
費
伸
せ
対
薪
篭
妙
港
沖
（
皿
曲
d
8
曲
譜
工
法
旦
 
 

窯
什
葺
か
帥
d
脹
嘲
8
頭
．
劃
謁
軍
漁
潔
亜
‖
前
曲
u
－
川
斗
」
「
剥
努
軸
8
＞
蔀
柵
叫
湘
～
受
排
重
昭
轟
冊
苛
u
O
 
 

∽
．
拳
洲
蓋
些
‖
堅
ヰ
か
随
彗
前
岡
執
8
如
何
「
 
 

【
祐
筆
巳
 
 

【
こ
置
塗
付
固
執
8
如
耐
「
 
 
 

謬
避
剥
翳
曲
9
P
坤
8
凛
拝
聞
鞍
鮎
㌣
砂
事
前
8
瑚
戸
棚
謁
8
範
苫
前
代
．
8
「
卦
ヒ
‖
制
小
ヰ
か
葦
ぬ
喪
 
 

寸
句
8
完
熟
桝
抽
詣
ヰ
か
○
蘇
避
訓
翳
些
舛
圃
添
付
⇒
諒
8
＝
－
丸
和
稟
ヰ
か
J
〓
什
警
か
間
藤
蔀
霜
什
⇒
叫
脾
乗
 
 

霜
8
－
蕩
苫
偏
重
‖
J
「
ノ
バ
脚
蕩
苫
前
茄
晋
伸
苛
u
O
 
 

【
N
】
沖
餅
軸
悌
旨
腰
8
詠
淋
牢
固
 
 
 

浄
淋
軍
国
8
耕
榊
一
‖
戸
朝
粥
笥
知
見
障
悲
射
撃
咄
・
対
滞
桝
ゆ
声
遠
望
締
付
柵
糊
「
＝
－
塑
‖
訊
〔
汁
落
 
 

淋
彗
随
芳
d
仰
か
汁
空
‖
ヰ
か
○
㌢
苧
〔
J
寺
譲
召
釧
麗
カ
≠
■
－
ぐ
山
V
u
声
溶
淋
卸
聖
8
海
軍
‖
薪
か
講
堂
顔
 
溶
 

什
軸
細
淋
袖
8
川
前
聞
茄
涼
ヰ
か
○
 
 

巴
ト
 
 

一
一
鉢
登
別
野
郎
彗
N
－
扉
歳
二
室
竺
Ⅲ
婦
■
ロ
■
薯
事
d
叩
か
弾
頭
鋤
駆
8
寓
頴
 
 

N
．
馴
謀
前
知
南
8
痴
一
‖
訪
【
ヰ
か
州
碧
ニ
8
幕
淋
什
岸
荘
温
滞
′
許
弾
幕
謝
8
膳
諒
 
 

】
．
謡
洲
蓋
側
石
訪
耳
か
迩
彗
村
岡
鶏
8
神
前
「
 
 

個
詠
一
り
劇
ム
こ
山
り
m
 
 

醸
避
融
雪
咄
阿
藤
8
甜
6
訓
口
溺
叫
か
口
割
仙
川
㈱
宙
帥
8
酬
卸
 
 

参考資料  

社団法人 日本看護協会   



【資料1】  

【1】24時間体制・ターミナルケアを提供する訪問着護ステーションの評価  

○ 持続点滴や尿道留置カテーテルのトラブル、認知症による不穏行動など、医療ニーズの高い利用者は  

夜間に訪問看護が必要な場合が多い。医療保険の「24時間連絡体制加算」は、1月につき2，500円（介護保  
険「緊急時訪問看護加算」は5，400円）。サービスに見合った報酬ではなく、経営上、24時間体制をとることが  

困難。   

○ ターミナルケアとは、終末期の医療処置、水分・栄養管理、排泄コントロール、痛みの緩和のための療養  

指導、本人・家族への心理的サポート、死後の処置、遺族への精神的支援などである。  
※訪問看護の「ターミナルケア加算」は15，000円だが、医師の「在宅ターミナルケア加算」は、看取りに立ち会うと100，000円  

【2】訪問着護ステーションにおける衛生材料※の常備  

○ 福瘡の処置、尿道留置カテーテルの交換、点滴など、処置をする看護師が、薬事法により衛生材料を管  

理できないことにより、患者負担の増大と迅速な処置対応の阻害による在宅医療の質の低下をきたしている  

夜間の尿閉、点滴のつまりなどのトラブルが発生した場合、訪問看護ステーションに衛生材料を常備してい  

ないため、すみやかに的確な対応を行うことが困難。救急車で病院に搬送する例もある。   

⇒薬事法に規定されている衛生材料の取り扱いを緩和し、処置の実施者である訪問看護師が常備できるよ  
うにする必要がある。   

※衛生材料：生理食塩水、キシロカインゼリー（尿道カテーテル交換に使用）、消毒液、尿道カテーテル、点滴セット等  

⑥（社）日本看護協会 政策企画部  

【資料1】  

※ その他の訪問着護の評価における課題  

○退院調整の評価が低い。認知症や医療機器を装着したまま退院となる神経難病、がん末期の患者等、在  
宅に向けた退院指導が1回（6，000円）しか算定できない。2回目以降は無償となっている。   

※医師の場合は10，000円2回まで算定可   

○退院当日の訪問看護が認められていない。重症度の高い患者（がん末期、神経難病等）には無償で実施  
している実態がある。   

○週4回以上の訪問の対象者が限定されている。  

インシュリン注射、胃ろう・経菅栄養・吸引・吸入等のケアは、毎日訪問が必要  

◎（社）日本看護協会 政策企画部  3   



【資料1】  

【4】地域連携の推進 ⇒ 拠点訪問看護ステーション※の設立  

かかりつけ訪問着護ステーションの推進   

【説明】  

地域包括支援センターと拠点訪問看護ステーションが連携する。  
一人ひとりの高齢者をかかりつけ訪問看護ステーションが担当し、疾患の管理や家族への相談・指導などを行う。  
地域包括支援センターでは、年1回の生活機能評価を義務付け、全ての後期高齢者について健康状態と医療・介  

護ニーズの把握■対応を行う。事前指示書（リビング・ウィル）により、高齢者の尊厳（意思決定）を確認する。  

拠点訪問看護ステーションとそれらの情報を共有し、かかりつけ訪問看護ステーションが支援を提供する。  

後期高齢者は困ったときに、気軽に相談や看取りの意思決定に対する支援を受けることができる。  

※拠点訪問看護ステーション  

①後期高齢者の疾病管理を担う機関として、各市町村に拠点訪問看護ステーションを設置する。  

（診地域包括支援センターと連携し、後期高齢者をかかりつけ訪問看護ステーションに振り分け、疾患の管理や  
家族への相言針指導を実施する。  

③拠点訪問看護ステーションには、認定看護師・専門看護師等の専門性の高い看護師を配置する。かかりつけ  
訪問看護ステーションヘのコンサルテーションや、困難事例に対応する。  

④拠点訪問看護ステーションは24時間体制をとり、一定の薬剤■特定保険医療材料を管理する。  

◎（社）日本看護協会 政策企画部  

【資料1】  

在宅医療の推進には、訪問看護の拡がりが重要   

－  ■   

■  

訪問者穫ステーション看腰♯員数と利用者数の推移  
○訪問看護ステーション事業所数  

平成17年は5，309カ所であり、ゴールドプラン  
21策定時の目標9，900カ所の約5喜一ルか到達   
していない  

看護職は後期高齢者の在宅医療や終末期医  
療において、人間らしさを尊重した生活を支援  
する上で欠かせない存在。  

（在宅ケア先進国では、在宅医療は看護職が  
中心）  

高齢者やその家族に寄り添い、療養生活の具  

体的支援や精神的サポートを行う訪問看護の  

包括的ケアは重要   
ターミナルケアを提供しているのは看護職  

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年   

匠璽因看護師敗 亡＝コ准看講師数 十利用者数  

※看護師数には保健師、助産師を含む。  
出典■介護サービス施設・事業所調査   

適正な評価による訪問看護の拡充を！  

5 

，「■瀾  



【資料2】  

高齢者が自宅以外で生活できる居住と看取りの場の充実  

⇒ 医療ニーズが高い利用者を対象とした  

療養適所介護の機能の拡大  

○ 訪問看護ステーションに、適所、ショートステイ、入所機能を持つ小規模の療養生活支援の場（ナーシン  
グホームなど）を併設し、ケアハウス、グループホームで看ることが困難な医療ニーズの高い利用者を中心  

に、看取りまで受け入れる。   

○ 特定施設入居者生活介護の指定を受け、介護保険の適用とする。   

○ ナーシングホームでは、介護保険施設のような医師の配置を設けず、看護職が施設長となる。かかりつ  

け医の訪問診療を外部サービスとして、費用の適正化を図る。  

◎（社）日本看護協会 政策企画部  

【資料2】  

死亡の場所別にみた死亡数構成割合の年次推移  

90   
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0％ 10罵2椚 30駕40％ 50％ 60％ 709i 80％ 90，ilOO％  
頭が由5～lb亜が亜㊥q 帝 田中1小3小l小も小も  

出典．平成17年人口動態統計（厚生労働省大臣官房統計情報部）  

ロわからない 【1無回答  亡l老人ホーム  nその  

出典．平成16年「終末期医療に関する調査等検討会」報告書より改編  

○国民のおよそ5割が終末期の療養場所として   

「病院以外」を希望。  

○しかし、昭和52～53年を境に、「医療機関」における   

死亡が「自宅」における死亡を上回り増加の一途。  

O「介護施設等」における死亡は依然として少数派。  
スウェーデン  

同居串   

オランダ  

同居率   

フランス  

同居革   

日本  

同居率  

○わが国では核家族化による独居高齢者・老老世帯   

の増加により、介護力のない世帯が増加。  

○他の先進諸国では同居率が低くても在宅死の割合   
は高い（オランダでは同居率8％在宅死31．0％）。  

○訪問看護利用終了者（入院・入所を含む）で死亡し  

た者（利用者全体の38．7％）のうち自宅での死亡は   

48％  

平成17年度訪問看護・家庭訪問基礎調査報告書日本訪問看護振興財団  

0ち 10†i 20％  301 401 50㌔  60Ii 70％  801 90％ 1001  

ロ病院 ［］施設・ケア付き住宅  巳自宅  Llその他  

出典．平成13年「要介護高齢者の終末期における医療に関する研究」医凍結済研究捉構より改編  

6   



【資料3】  

在宅医療では、医療と介護の両方について、ケアニーズを持つ高齢者が多い。  

しかし、現行の保険制度では、身体の状態に応じて医療保険と介護保険を使い分ける必要があり、  

国民にとって複雑で非常に分かりづらい体系である。  

65歳以上の要介護認定者の場合、診療は医療保険、介護は介護保険。訪問看護は介護保険  

優先だが、厚生労働大臣の指定する特定疾病患者、がんターミナル患者と急性増悪により医師  
から特別訪問看護指示書が交付された患者（2週間に限る）については医療保険で算定する。  

【例】ターミナルケアの算定要件  

・死亡前2週間以内に複数回の訪問看護、24時間以内にターミナルケアを実施（医療保険）  

■死亡前24時間以内にターミナルケアを実施、24時間休制、訪問看護記録書への記録（介護保険）  

過剰な医療により、高齢者のQOLの低下をきたしている。  

90歳代の認知症高齢者に、身体拘束をしながら透析治療を継続する。  

誤感性肺炎の高齢者は管理の簡便性だけを目的とした胃管や胃ろう留置により表情が乏しくなる。  

一口でも経口摂取へ移行することにより、「口から食べる」楽しみ、喜びで表情が明るくなる。  

本人の意思が明確でないまま、医療処置を開始せざるを得ない救急医療の現状。リビングウイル  

がないため家族も延命治療に疑問を持ちつつ意思決定ができない。  

過剰な医療を制限し、国民にとって分かりやすい報酬体系を導入。  

後期高齢者の心身の特性を踏まえ、合併症の予防、苦痛の緩和など、QOL向上に  
寄与する総合的ケアの視点を重視した報酬体系とする。  

◎（社）日本看護協会 政策企画部  8   



複両げ ．．j  

1＿医科  

Lい 医 協 総－1－2   

2（）  5．2l  

新たな保険適用 区分A2（特定包括）（特定の診療報酬項目において包括的に評価されている区分）保険適用開始年月日‥平成20年5月1日   

薬事法承認番号   販売名  保険適用希望者   特定診療報酬算定医療機器の区分   

201DOBZZOO347000  携帯型自動血圧  十TM－2420   株式会社エー・アント・テーィ   長時間自由行動下血圧討  
携帯型自動血圧  †00   

20200BZZO1249000  携帯型自動血圧  2421  
携帯型自動血圧  十AM▼200   

20900日ZYOO2050DO  ハンフリーOCTスキャナOCT  カールツァイスメディテック株式会社   根底三ノ欠元画像解析装置   
21000日ZZOO455000  携帯型自動血圧  十TM243   株式会社エー・アント・テ‘ィ   長時間自由行動下血圧計  

10  
携帯型自動血圧  zBPMAM300   

2＝）DOBZZOO455AOl  携帯型自動血圧  十KenzBPMAM300   
21300BZYOO575000  神経線維層解析装置GDxアクセス  力→ルツァイスメディテック株式会社   眼底三次元画像解析装置   
21400BZYOO289000  OCTスキャナーOCT3000   
21500日ZYOO379000  スピリット  株式会社小池メディカル   酸素供給調節器   
21500日ZYOO403AOl  インチュヘ●¶ションエンドスコープ  エム・シー・メテ■ィヵル株式会社   内視鏡   
2】700BZYOD277000  ソノラインG40  持田シーメンスメディ加レシステム株式会社   超音波検査装置（Ⅱ）   
219AABZXOO175000  電子内視鏡EN－450P5／20  フゾル株式会社   内視鏡   
219AABZXOO176000  電子内視鏡EN－45DT5／W   
219A日日ZXOOO10000  乳房×線撮影装置MGリー1000A形MAMMOREXPe・rU・rU  東芝メナィ加レ製造株式会社   診断用X繰装置   
219AB臼ZXOOO19000  近接式X綬透視撮影装置MRAD－F32SF形FREX   
219ABBZXOO164000  デシータルー般X線撮  影装置MRAD－D50S形RADREX   
219A8日ZXOO211DOO  フーリエドメインOCTRTVue－100  中央産業貿易株式会社   眼底三次元画像解析装置   
219A8日ZXOO231000  デゾクルN般X綿撮影装置MRAD－D80S形RADREX  東芝メディカル製造棟式会社   診断用×線装置   
219AHBZXOOOllOOO  シラスHD－OCT  カールツァイスメデイテック株式会社   眼底三次元画像解析装置   
219AIBZXOOO57000  プロフォーカス  株式会社アムコ   超音波検査装置（1）   
22000日ZIOOOO5000  アブニアリンクⅡ  ミックインタ◆ナシ］ナル株式会社   終夜睡眠診断装置（Ⅰ）   
22000BZXOO123000  サントナマンホ＞ナット  タイコヘルスケアゾヤハーン株式会社   終夜睡眠診断装置（Ⅱ）   
22000BZXOD190000  白内障手術装置インフィニティビシー］ンシステム  日本アルコン株式会社   超音波白内障手術装置   
22000日ZXOO236000  ビスうス532s  カールツァイスメディテック株式会社   眼科用光凝固装置   
22000BZXOO285000  体外式DDDへ○－スメ←力3085  フクダ電子株式会社   体外型心臓八一ーースメーカ   
22000BZXOO387000  ハイサンソポータフ‘ル  帝人ファーマ株式会社   酸素供給装置＝）   

220AABZXOOOO3000  虫散瞳眼底カメラTRC－NW8  株式会社けコン   服底力メラ（Ⅰ）   

220ABBZXOOO15000  汎用経書波画像診断装置VividS6  ノーイ一様河けィ加レシステム株式会社   超音波検査装置くn）   
220ABBZXOOO23000  乳房×緑撮影装  置MGU－1000D形MAMMOREXPe・rU・rUD］GITAL  東芝メディカル製造棟式会社   診断用×線装置   
220ABBZXOOlO3000  診断用×線装置×■syPro  株式会社島津製作所   診断用X線装置   

220ABBZXOOlO9000  X線撮影装置CL  INIXⅡ   株式会社日立メディコ   診断用X線装置   

220ADBZXOOO36000  シンビアE  シーメンス旭メディテック株式会社   エミッシ］ンCT装置   

220ADBZXOOO37000  Cカム   
220AD8ZXOOO43000  解能心電計HRES－1000  フクダ電子株式会社   心電計（Ⅱ）   

220AD8ZXOOO44000   スミス・アン【∴ネ7ユーエント■スコビ←株式会社   内視鏡   
220ADBZXOOO62000  セーフスSAFHS40  00J   帝人ファーマ株式会社   超音波骨折治療器   
220AGBZXOOO29000  コーナン前服部撮影装置KATS【1000  株式会社コーナン・メナィ加レ   角膜曲率半径計測装置   
220AGBZXODO35DOO  低周波治療器   
220AGBZXOOO37000  富士コンビューテッドラゾオグラフイCR－IR364T型  富士フイルム株式会社   ナノクル映像化処理装置   
220AGBZXOOO380DO  富士コンビューテツトうゾオケラフィCRJR364UM型  




